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立ち, 名目国内総生産 (GDP) の成長率 (年度ベース) をみると, 平成 22







で, OECD 30ヶ国を対象に, 1980～2011年までのデータを用いたパネル分析を行っ
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クの影響を受けた平成 20年度では－4.6％を記録した｡ さらにデフレからの










である｡ 前者については, 先行研究である加藤 (2009) などを拡張し, 加え
て対象サンプル数を増やして実証分析を行なっている｡ 後者の視点は先行研










政経論叢 第 81巻第 3・4号








由な市場の効率性の低下 (死荷重の増加) を通じて, 政府規模の拡大は経済
成長に負の影響を与えることになる (Agell 1996など)(2)｡
内生的成長論の視点からは, 政府活動が技術進歩などを通じて直接的に経
済成長に影響を及ぼす経路を重視する｡ 例えば, Barro (1990) などでは,
高い税率が短期的に経済成長を低下させたとしても, 政府が教育や医療など
に投資を行うことで人的資本を蓄積させ, これが技術進歩を促して, 長期的





North (1987) や Rodric et al. (2004), Asoni (2008) などの議論である｡
長期的な経済成長にとって重要な要因には基本的な法の整備や適切な財産権
の保護などがあり, 政府がこうした基本的な基盤整備にコミットすることで






liagos and Ulubasoglu 2006)｡
既存の実証研究については後述するが, 政府規模と経済成長の間には正の
関係があるとする実証結果と負の関係があるとする実証結果が併存している｡









たらされ, これが経済成長を促すという考え方がある (Besley and Persson
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のサンプルを用いたクロスセクション分析では正もしくは逆 U字型の関係
が, OECDなど先進国を対象とした場合には負の関係が見られるようであ
る｡ なお, 本稿では OECDに加盟している先進国を対象とした分析に焦点
を絞っている｡











視点から Armey (1995) は政府の最適規模の議論を行った｡ 理論的には政
府の支出規模がどの程度であれば社会的な厚生を最大化しうるのか, という





こうした視点から, Scully (1994, 2003) が政府規模と経済成長の間の逆
U字型の関係のモデルを設定し, Rahn and Fox (1996) などがその検証を
行った｡ 逆 U字型カーブはこれらの先駆者の名前を模して “BARS curve”
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と呼ばれる｡ Chobanov and Mladenov (2009), Magazzino and Forte












が残っている｡ Darand AmirKhalkhali (2002) は 1971～99年にかけて 19
の OECD諸国を対象に政府支出と経済成長の関係を測定しているが, これ
も両者に負の関係があることを報告している｡ 一方, Agell et al. (2006)
では Folster and Henrekson (2001) の検証として 1970～95 年の 22 の
OECD諸国を対象に追試計測を行ったが, 頑健な関係は見出せなかったと
している｡
また, RomeroAvila and Strauch (2008) では 1960～2001年にかけて
EU 16ヶ国をサンプルとして政府収入および支出と経済成長の関係を測定
し, 負でかつ有意な関係を検証している｡ しかし, Colombier (2009) は
1970～2001年にかけて 21の OECD諸国を対象とした場合, 政府税収およ
び支出と経済成長の間には安定的な正の関係があるとしており, 一連の実証
研究とは異なる結果を報告している｡
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最近の研究では, Afonso and Furceri (2010) は 1970～2004年の 28ヶ
国 (OECDおよび EU加盟国) に関して政府収入および支出と経済成長の
関係を計測し, 両者に負の関係があることを示した(3)｡ 加えて, Bergh and







(1992) などを発端に多くの先行研究がある｡ なお以下では, 政府規模その
ものではなく国民負担の大きさや社会保障規模と経済成長との関係を分析し
ている研究も含めている｡
内閣府 (2003) では 1971～2001年までの潜在的国民負担率と経済成長率
の平均値について, クロスセクション・データを用いて検証し, 両者に負の
関係があることを示した｡ 上村 (2001) は, 1983～94年にかけての 22ヶ国
の国民負担率と経済成長率のパネルデータを対象に, 固定効果モデルを用い
て両者の関係を計測しマイナスの関係を得た｡ 古川他 (2000) もまた 1960～
96年までの 13ヶ国のパネルデータから潜在的国民負担率と経済成長率の間
の負の関係を報告している｡
一方, 茂呂 (2004) は 1981～2002年の 20ヶ国における政府総支出と経済
成長率の関係をパネルデータ (固定効果モデル) を利用して検証し, 両者の
負の有意な関係を推計した｡ 加藤 (2006) は 1981～2001年の OECD 26ヶ








本稿では OECD 30ヶ国を対象に, 経済成長を巡る実証分析を行う(4)｡ 使
用したデータは OECD, “National Accounts Statistics”, “General Govern-
ment Accounts”, “Labor Statistics”, “Social Expenditure” から得たもの





完備パネルである｡ ちなみに, 経済成長率は 1980～2011年までの計 906サ
ンプルで構成されている一方, 社会支出については 2007年までの 742サン
プルにとどまっている｡
 経済成長率, 政府規模の比較
主要な変数の国別比較を行った結果が図 11～図 14である｡ なお, それ
ぞれの図の値は, データが得られた期間の単純平均をとったものである｡
図 11は実質経済成長率を比較したものである｡ 30ヶ国全体の単純平均
は 2.7％であり, 過去およそ 30年にわたって先進国は平均で 2.7％の成長を
遂げていたということである｡ 30ヶ国の中で最も平均経済成長率が高かっ
たのは韓国の 6.5％, 次いでスロバキアの 4.4％, トルコの 4.3％などであっ
た｡ ちなみにアメリカは 2.7％, 日本は 2.2％であった(5)｡
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図 12は政府規模の比較である｡ これは政府支出 (一般政府の総支出) の
対 GDP比 (いずれも名目値で比較) で示している(6)｡ 政府規模の 30ヶ国の
平均値は 43.7％であるが, この比率が最も高かったのはスウェーデンで 57.2
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注 1) OECD “Annual National Accounts”, “General Government Accounts”, “Social
Expenditure” から作成｡
2) 1980～2011年 (社会支出は 1980～2007年) の単純平均である｡













































































































































































































％, 次いでデンマーク 55.8％, オーストリア 52.4％などであり, 最も小さかっ
たのはメキシコの 21.1％であった｡ また, アメリカは 36.8％, 日本は 38.0％
となっている｡
図 13は政府の財政収支の対 GDP比である｡ 対象期間内で平均値が黒字




図 14は社会支出の対 GDP比である｡ 対 GDP比でみて社会支出の規模
が最大であったのはスウェーデンの 29.9％, 次いでフランス 26.5％, オース
トリア 26.1％などであり, 一方この社会支出の規模が小さかったのはメキシ
コの 4.5％, 韓国の 4.7％などであった｡ また, アメリカは 14.5％, 日本は
14.0％であった｡
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政府規模が経済成長に及ぼす効果を測定するため, ( 1 )式のような回帰式
を設定する｡
ここで政府規模については, 一般政府総支出の対 GDP比, および一般政府
の消費と投資の合計額の対 GDP比を利用した｡ 両者の違いは前者には社会
移転 (社会支出等) が含まれるが, 後者は付加価値のみである｡ また, 被説
明変数である経済成長率がフローの変数であることから, 政府規模について
もその変化分 (1階の階差) を説明変数としている｡
コントロール変数については, 財政収支, 経済開放度, 人口増加率を使用
した｡ このうち, 財政収支はその対 GDP比の変化分, 経済開放度は輸出と
輸入の合計額の対 GDP比の変化分とした｡ 一般に経済成長に対し, 経済開
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経済成長率＝F (政府規模, コントロール変数) ( 1 )















































































































































































































図 2は, コントロール変数を含めない, 経済成長率と政府規模の間の二変
数だけのプーリングデータを用いた回帰分析の結果である｡ これをみると両
者には負の関係がうかがえる｡ 対象は 1981～2011年までの 624サンプルで
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注１) OECD “Annual National Accounts”, “General Government Accounts”, “Labor Statistics” などから作成｡
２) 被説明変数は実質経済成長率である｡
３) 括弧内は t値である｡
４) 説明変数のうち, 財政収支, 人口増加率以外は各変数の変化分を用いている｡
５) 推計期間は 1981～2011年｡ データベースには欠損値がある, 不完備パネルである｡
６) F値は固定効果モデルとプーリング・モデルの選択, ハウスマン検定は固定効果モデルと変量効果モデルの選択の指標である｡




で判定するが, その検定統計量 (値) は 7.09と 1％有意であり, 固定効果
モデルが採択される｡ また, 固定効果モデルと変量効果モデルの選択ではハ
ウスマン検定を用いた｡ 変量効果モデルの推定結果におけるハウスマン検定












(31), (32)の結果は, 一般政府総支出に加え, 財政収支, 経済開放度,
人口増加率の四変数を説明変数として加えたものである｡ 固定効果モデルの
結果である(32)のケースでは, これも一般政府総支出の係数－0.458, その
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( 2 )式の政府規模の二乗項がマイナスで有意であれば, 推定結果を利用して
経済成長率が最大になる政府規模を求めることができる｡
表 2が BARSカーブの推定結果である｡ 表 2の, は政府規模に一般








このように, 本稿では BARSカーブは推定できず, 政府の最適規模を試











率を説明変数とした｡ その理由は, 既に示してきたように, 政府規模は実質
経済成長率に有意に影響を及ぼしており, 同じ期の実質成長率を説明変数と
すると内生性の問題が生じることにある｡ また, 政府規模に影響を与えるの
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政府規模＝F (名目経済成長率, 社会支出, 税収, コントロール変数)
( 3 )
表 3 政府規模の変動要因 固定効果モデルの結果

















































































注１) OECD “Annual National Accounts”, “General Government Accounts”, “Social
Expenditute” などから作成｡




５) 説明変数のうち, 税収, 社会支出はその変化分を用いている｡
６) データベースには欠損値がある, 不完備パネルである｡
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③ 長期的にみると, 供給面から一国の経済規模は決定される｡ この点を
前提にすれば, 生産要素の資源制約から決定される経済規模のうち, 政
府の規模が大きくなれば, 民間経済のシェアは低下する｡ その結果, 成
長の源泉である民間企業投資等が減少し, 経済成長に影響を与える｡






お わ り に
本稿では, 政府規模と経済成長の間に負の関係が有意に存在していること
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( 1 ) いずれも内閣府, 平成 22年度国民経済計算確報による｡ GDP等の値は平成
17年基準・93 SNAのものである｡
( 2 ) もちろん集計された政府の大きさだけでなく, どのような税制をとっている
か, どのような支出を行っているかといった “質” の視点も重要である｡
( 3 ) Afonso and Furceri (2010) は北欧のように政府の規模が大きい一方, 高
い成長を遂げている国があることを指摘し, 高い税率の反面, 自由な市場経済
と整合的な政策が行われていることをその理由に挙げている｡
( 4 ) OECD 30ヶ国は以下のとおり｡ オーストラリア, オーストリア, ベルギー,
カナダ, チェコ, デンマーク, フィンランド, フランス, ドイツ, ギリシャ,
ハンガリー, アイスランド, アイルランド, イタリア, 韓国, ルクセンブルク,
メキシコ, オランダ, ニュージーランド, ノルウェー, ポーランド, ポルトガ
ル, スロバキア, スペイン, スウェーデン, スイス, トルコ, イギリス, アメ
リカ及び日本｡
( 5 ) 上述したように, サンプルの期間が国ごとに異なっていることに注意された
い｡
( 6 ) 一般政府の総支出には社会支出などの移転分を含む｡ また, 政府支出も
GDPもいずれも名目値で比較している｡
( 7 ) 同様に先進国を対象に BARS カーブを推定した Magazzino and Forte
(2010) では, 政府規模の二乗項はマイナスで, カーブのピークを対 GDP比
で 40％程度という結果を得ている｡
( 8 ) 例えば Hillman (2003) など参照｡
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